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■内外需とも持ち直し 

2017年 1～3月期の実質GDPは前年同期比＋4.3％

と、2011年 4～6月期以来の高い伸びとなり、足元で

も回復基調が続いている。 

消費動向をみると、5 月の小売売上高は前年同月比

（以下同じ）＋0.5％と 3 ヵ月連続で前年を上回った

（右上図）。2016年 1月以降大幅に落ち込んでいた耐

久消費財のマイナス幅が縮小しているほか、春先まで

の中国からの来訪者減少を受けて低迷していた宝飾品

も＋1.3％と持ち直している。背景には、失業率の低位

安定をはじめとした雇用・所得環境が良好なほか、資

産価格の上昇による資産効果がある。香港ハンセン株

価指数は、最も落ち込んだ 2016 年 1 月と比較すると

3割を超えて上昇している（右下図）。また、過熱する

住宅市場への抑制策として印紙税の引き上げが行われ

たにもかかわらず、住宅価格の騰勢は衰えておらず、

それが消費者マインドを押し上げているとみられる。 

外需をみると、5月の輸出（香港ドル建て）は＋4.0％

と、前月から伸びが縮小したが、底堅い増加が続いて

いる。輸出の 5割を占める中国向けが＋3.8％と伸びが

やや低くなっているものの、ASEAN 向けが＋7.3％、

韓国向けが＋16.7％と、景気回復が続くアジア向けは

好調を維持している。加えて、5 月の中国本土からの

来訪者数は＋3.8％と 3ヵ月連続でプラスとなった。伸

び悩みが続くサービス輸出の回復が期待される。 

ドルペッグ制を採用している香港では、6月 15日の米国の利上げに追従して、政策金利である

割引基準金利が 0.25％ポイント引き上げられた。2016年 12月、2017年 3月（各 0.25％ポイン

ト）に続く 3度目であり、今後も米国の利上げに連動して政策金利が引き上げられる見込みであ

る。足元では住宅価格への大きな影響はみられないものの、ローン金利の上昇を受けて住宅市場

が先行き冷え込むリスクには注意が必要である。 

■返還 20 周年を迎えた香港 

 

2017年 7月 1日、香港は英国から中国に返還されて 20周年を迎え、記念式典が行われた。式典

では、新たな行政長官に就任した林鄭月娥氏の宣誓に加え、習近平国家主席による演説が行われ

た。演説では、「一国二制度」のうち、中央の主権を主に指す「一国」を強調しており、香港独自

の自由なビジネス環境や法制度が先行き中国政府の移行で変更を求められる可能性がある。2014

年の雨傘運動以降、域内において大きな混乱はみられないものの、親中派と民主派の分断への対

処や先送りとなっていた普通選挙制度への対応など多くの課題が山積しているため、新行政長官

にはこれらを解決し、政治・経済両面で域内を安定化させることが求められる。                          
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返還 20 周年式典を開催 
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（出所）政府統計處

（注）旧正月の影響を調整するため、1、2月は平均で算出。
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（出所）差餉物業估價署、香港証券取引所
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